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■第1四半期 連結経営成績・財政状態

当第1四半期(A) 前第1四半期(B)※
増 減

(A)-(B)

対前年同期

増減率％

売 上 高 1,281 1,308 △ 27 △ 2.1

営 業 利 益 167 245 △ 77 △ 31.8

経 常 利 益 137 217 △ 80 △ 37.1

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益
96 185 △ 89 △ 48.0

1 株 当 た り 四 半 期 純 利 益 45円32銭 88円67銭 △ 43円35銭

（単位：億円）

当第1四半期末

(A)

前年度末

(B)

増 減

(A)-(B)

総 資 産 20,076 20,016 60

純 資 産 2,936 2,897 39

自 己 資 本 比 率 14.0％ 13.8％ 0.2%

経営成績（累計）

財政状態 （単位：億円）
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※ 2021年度第1四半期から、収益認識会計基準等の適用に伴い、電気事業会計規則が改正され、再生可能エネルギー固定価格買取制度に関する影響額
については、収益・費用計上の対象外となりました。
本資料に記載の2020年度第1四半期実績については、上記変更を遡及適用し組み替えて表示しております。



■第1四半期 連結決算の概要

売上高
（減収）

昨年11月から12月にかけての燃料価格の低下に伴う燃料費調整額の減少などにより、

前年同期に比べ27億円減少の1,281億円となりました。

経常利益
（減益）

水力発電量の増加による燃料費の減少などはありましたが、

本年4月以降の燃料価格の上昇に伴う収支の悪化などにより、

前年同期に比べ80億円減少の137億円となりました。

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
前年同期に比べ89億円減少の96億円となりました。
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2021年度第1四半期から、収益認識会計基準等の適用に伴い、電気事業会計規則が改正され、再生可能エネルギー固定
価格買取制度に関する影響額について、収益・費用計上の対象外となります。
※なお、対前年度増減は、2020年度実績について上記変更を適用したものと仮定して算定しております。

[新型コロナウイルス感染症の影響] 2021年度の新型コロナウイルス感染症の影響により、 北海道内の景気は引き続き厳しい状
況にあるため、小売販売電力量において、△4億kWh程度と見込んでいます。

■2021年度 連結業績予想

（単位：億円，億kWh）

【主要諸元】
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当期の業績につきましては、至近の収支動向を踏まえ、2021年4月28日に公表した連結業績予想を修正いたしました。
・小売販売電力量は、当第1四半期では概ね計画どおり推移していることから、4月公表値と同程度になる見込みです。
・売上高につきましては、燃料価格の上昇に伴う燃料費調整額の増加などにより、4月公表値に比べ250億円増加
の6,000億円程度となる見通しです。

・利益につきましては、燃料価格の上昇に伴う収支の悪化はあるものの、水力発電量の増加による燃料費の減少も
あることから、4月公表値と同程度となる見通しです。

（単位：億円，億kWh）

2021年度見通し
今回見通し

対前年度増減(※)今回公表
（Ａ）

4月公表
（B）

増減
(Ａ)－(Ｂ）

売 上 高 6,000程度 5,750程度 250程度 150程度

営 業 利 益 330程度 330程度 同程度 △210程度

経 常 利 益 230程度 230程度 同程度 △180程度

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 200程度 200程度 同程度 △160程度

（ 対 前 期 増 減 率 ）

小 売 販 売 電 力 量
(△1.1％程度)

224程度
(△1.1％程度)

224程度 同程度 △ 3程度

為 替 レ ー ト （ 円 / $ ） 110程度 110程度 同程度 4程度

原 油 C I F 価 格 （$ / b l ） 70.0程度 60.0程度 10.0程度 27.0程度
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■配当（2021年度 配当予想）

2021年度の中間・期末配当予想につきましては、2021年４月28日に公表した数値から変更はあり

ません。

【2021年度 配当予想（1株当たり配当金）】

普通株式 Ｂ種優先株式

中間 期末 年間 中間 期末 年間

2020年度
（実績）

5円 15円 20円 1,500,000円 1,500,000円 3,000,000円

2021年度
（予想）

10円 10円 20円 1,500,000円 1,500,000円 3,000,000円



■参考資料
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・連結収支比較表（全体）
・連結対象会社
･販売電力量（連結）
・供給電力量（連結）
・連結収支比較表（収益）
・連結収支比較表（費用・経常利益）
・連結セグメント情報
・連結経常利益の変動要因（対前年同期比較）

業績予想
・連結経常利益の変動要因（対前年度比較）
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（白紙）



連結決算－収支比較表

当第1四半期
連結累計期間

(A)

前第1四半期
連結累計期間

(B)

増 減
(A)-(B) 対前年同期増減率％

経
常
収
益

営業収益（売上高） 1,281 1,308 △ 27 △ 2.1

電気事業営業収益 1,201 1,232 △ 30 △ 2.5

その他事業営業収益 79 76 3 4.7

営業外収益 18 5 12 217.8

合 計 1,299 1,314 △ 14 △ 1.1

経
常
費
用

営業費用 1,114 1,063 50 4.8

電気事業営業費用 1,043 994 49 4.9

その他事業営業費用 70 69 1 2.1

営業外費用 48 33 15 46.2

合 計 1,162 1,096 65 6.0

[営 業 利 益]
経 常 利 益

[167]
137

[245]
217

[△ 77]
△ 80

[△ 31.8]
△ 37.1

渇水準備金引当又は取崩し 4 △ 2 6 －

税金等調整前四半期純利益 133 220 △ 87 △ 39.7

法 人 税 等 36 35 0 1.2

四 半 期 純 利 益 96 184 △ 87 △ 47.6

非支配株主に帰属する四半期純損益 0 △ 0 1 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 96 185 △ 89 △ 48.0

（参考） 四半期包括利益 83 192 △ 108 △ 56.6
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（単位：億円）



連結決算－連結対象会社

連 結 子 会 社 持 分 法 適 用 会 社

北海道電力ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱ 北海電気工事㈱ 北電総合設計㈱

北電興業㈱ 北海道ﾊﾟﾜｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ ㈱ほくでんｱｿｼｴ

苫東ｺｰﾙｾﾝﾀｰ㈱ ほくでんｴｺｴﾅｼﾞｰ㈱ 石狩LNG桟橋㈱

ほくでんｻｰﾋﾞｽ㈱ 北海道総合通信網㈱

ほくでん情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱ 北海道電力ｺｸﾘｴｰｼｮﾝ㈱
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連結決算－販売電力量

当第1四半期
連結累計期間

(A)

前第1四半期
連結累計期間

(B)

増 減
(A)-(B) 対前年同期増減率％

小

売

低
圧

電 灯 2,007 2,104 △ 97 △ 4.6

電 力 370 377 △ 7 △ 1.8

計 2,377 2,481 △ 104 △ 4.2

高圧・特別高圧 2,629 2,592 37 1.4

小計(※1) 5,006 5,073 △ 67 △ 1.3

その他(※2) 19 16 3 19.8

合計 5,025 5,089 △ 64 △ 1.3

（単位：百万kWh）

・小売販売電力量は、新型コロナウイルス感染症の影響の縮小に伴う増加はありましたが、春先の気温が前
年同期に比べ高く推移したことによる暖房需要の減少などから、合計で5,025百万kWh、対前年伸び率
△1.3%となりました。（新型コロナウイルス感染症による影響：△1億kWh程度）

・他社販売電力量は、積極的な卸販売の実施や再生可能エネルギーの固定価格買取制度に伴う販
売量の増加などから、合計で1,377百万kWh、対前年伸び率67.4%となりました。
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他社販売電力量 1,377 823 554 67.4

小売・他社販売電力量合計 6,402 5,912 490 8.3

※1 小計欄は、北海道電力(株)の販売電力量を示す。

※2 その他欄は、北海道電力ネットワーク(株)および北海道電力ｺｸﾘｴｰｼｮﾝ(株)の販売電力量を示す。



連結決算－供給電力量

（単位：百万kWh）

・ 泊発電所は全基停止しておりましたが、出水率が112.1％と平年を上回ったことや、供給設備の適切な
運用により、安定した供給を維持することができました。

当第１四半期
連結累計期間

(A)

前第１四半期
連結累計期間

(B)

増 減
(A)-(B) 対前年同期増減率％

発

電

電

力

量

( 出 水 率 % )

水 力
(112.1%)

1,441
(90.0%)

1,153
( 22.1%)

288 25.0

火 力 2,965 3,753 △ 788 △ 21.0

(設備利用率%)

原 子 力
( －)

－
( －)

－
( －)

－ －

新エネルギー等 32 40 △ 8 △ 21.8

計 4,438 4,946 △ 508 △ 10.3

他 社 受 電 電 力 量 2,462 1,526 936 61.5

揚 水 用 △ 103 △ 89 △ 14 16.3

合 計 6,797 6,383 414 6.5
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※他社には、連結子会社の北海道パワーエンジニアリング㈱およびほくでんエコエナジー㈱からの受電電力量が含まれている。



連結収支比較表（収益）
（単位：億円）

当第1
四半期連結
累計期間

(Ａ)

前第1
四半期連結
累計期間

(B)

増 減

(A)-(B)
対前年同期
増減率％

主 な 増 減 要 因

売 上 高 1,281 1,308 △ 27 △ 2.1

電 気 事 業 営 業 収 益 1,201 1,232 △ 30 △ 2.5

２
社
合
計※

電 灯 ・ 電 力 料 976 1,079 △102 △ 9.5 ・燃料費調整額の減少

そ の 他 229 157 71 45.0

・地帯間・他社販売電力料の増加

・託送収益の増加

地 帯 間 ・ 他 社

販売電力料(再掲)
113 62 51 83.0

託送収益(再掲） 100 82 18 22.7

子 会 社 ・ 連 結 修 正 △ 4 △ 4 0 －

その他事業営業収益 79 76 3 4.7

営 業 外 収 益 18 5 12 217.8

経 常 収 益 1,299 1,314 △ 14 △ 1.1
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※ ２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。



当第1
四半期連結
累計期間

(A)

前第1
四半期連結
累計期間

(B)

増 減
(A)-(B)

対前年同期
増減率％

主 な 増 減 要 因

電 気 事 業 営 業 費 用 1,043 994 49 4.9

２

社

合

計※

人 件 費 136 138 △ 2 △ 2.0

燃 料 費 162 190 △ 27 △ 14.6
【増加要因】

・燃料価格の上昇

・他社販売電力量の増加

【減少要因】

・水力発電量の増加
購 入 電 力 料 188 113 74 65.8

修 繕 費 94 83 11 13.9

減 価 償 却 費 174 176 △ 2 △ 1.3

そ の 他 費 用 292 287 5 1.9

子 会 社 ・ 連 結 修 正 △ 5 4 △ 9 －

そ の 他 事 業 営 業 費 用 70 69 1 2.1

営 業 外 費 用 48 33 15 46.2

支 払 利 息 ( 再 掲 ） 23 27 △ 3 △ 12.8

経 常 費 用 1,162 1,096 65 6.0

経 常 利 益 137 217 △ 80 △ 37.1

連結収支比較表（費用・経常利益）

（単位：億円）
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※ ２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。



連結決算－ セグメント情報

（単位：億円）
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当第1四半期
連結累計期間

前第1四半期
連結累計期間

増 減
(A)-(B)

売 上 高 1,281 1,308 △ 27

北 海 道 電 力 1,199 1,273 △ 73

北 海 道 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク 557 514 42

そ の 他 ※ 1 251 251 0

調 整 額 ※ 2 △ 727 △ 730 2

セグメント損益（経常損益） 137 217 △ 80

北 海 道 電 力 132 230 △ 98

北 海 道 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク 10 0 9

そ の 他 ※ 1 9 △ 6 15

調 整 額 ※ 2 △ 15 △ 7 △ 8

・北海道電力セグメントの売上高は、前年同期に比べ73億円減少の1,199億円となり、セグメント損益は水

力発電量の増加による燃料費の減少などはありましたが、本年4月以降の燃料価格の上昇に伴う収支の悪
化などにより、前年同期に比べ98億円減少の132億円の経常利益となりました。

・北海道電力ネットワークセグメントの売上高は、前年同期に比べ42億円増加の557億円となり、セグメント損

益は新型コロナウイルス感染症の影響の縮小に伴う売上の増加などにより、前年同期に比べ9億円増加の10
億円の経常利益となりました。

※2 「調整額」は、連結決算におけるセグメント間取引の消去額である。

※1 「その他」は、「北海道電力」および「北海道電力ネットワーク」セグメント以外の、その他の連結子会社等の実績である。



217

137

（単位：億円）

△114

燃料価格の変動影響

+26
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連結決算－経常利益の変動要因（対前年同期比較）

2020年度
第1四半期（実績）

2021年度
第1四半期（実績）

水力発電量の増加に
よる燃料費の減少 +8

その他



2020年度
（実績）

2021年度連結業績予想－経常利益の変動要因（対前年度比較）

2021年度
収支見通し

411

230

修繕工事の減少

（単位：億円、億円程度）

△70

△180

その他

前年度の
寒波の影響

+30

火力発電所定期
検査基数の減

（4→3基）など

16

燃料価格の
変動影響 水力発電量の増加に

よる燃料費の減少

+20
+20



2021年7月30日

（百万円未満切捨て）

１．2022年３月期第１四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年６月30日）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

（注）包括利益 2022年３月期第１四半期　8,340百万円（ △56.6 ％） 2021年３月期第１四半期　19,223百万円（ － ％）

円　銭 円　銭

（２）連結財政状態

百万円 百万円

（参考）自己資本 2022年３月期第１四半期　281,168百万円 2021年３月期　277,102百万円

２．配当の状況

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

 2021年３月期

 2022年３月期

 2022年３月期

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無　： 無

　　の配当の状況については、後述の「種類株式の配当の状況」をご覧ください。

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）
（％表示は、対前期増減率）

円　銭

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無　： 有

代 表 者 （役職名） 代表取締役社長 （氏　名） 藤 井　 裕

問 合 せ 先 責 任 者 （役職名）
経理部決算グループ

（氏　名） 磯 野　高 史

2022年３月期　第１四半期決算短信〔日本基準〕(連結)

上 場 会 社 名 北海道電力株式会社 上場取引所  東　 札

コ ー ド 番 号 ９５０９ Ｕ Ｒ Ｌ https://www.hepco.co.jp/

四半期決算説明会開催の有無　　　　：　無

売 上 高 営業利益

ＴＥＬ 011-251-1111
グ ル ー プ リ ー ダ ー

四半期報告書提出予定日 2021年8月12日

経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

配 当 支 払 開 始 予 定 日 －

四半期決算補足説明資料作成の有無　：　有

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 128,137 △ 2.1 16,715 △ 31.8 13,707 △ 37.1 9,656 △ 48.0 

     －

１株当たり四半期純利益
潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり四半期純利益

2021年３月期第１四半期 130,881 △ 7.2 24,513 495.1 21,782 

2022年３月期第１四半期 45.32 －

2021年３月期第１四半期 88.67 －

     － 18,573 

％

2022年３月期第１四半期 2,007,687 293,682 14.0 

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等の適用に伴い、「電気事業会計規則」が改正され、

　　当第１四半期連結会計期間から再生可能エネルギー固定価格買取制度に関する影響額について収益・費用計上の対象外となります。

　　　なお、対前年同四半期増減率および2021年３月期第１四半期実績については、当該変更を遡及適用した後の数値にしております。

総　資　産 純　資　産 自己資本比率

15.00 20.00

2021年３月期第１四半期 2,001,650 289,733 13.8 

年間配当金
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期　末 合　計

－

10.00 －

－ 5.00 －

10.00 20.00

　　　上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非上場）

売 上 高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属 １株当たり

当期純利益する当期純利益

　　　なお、対前期増減率は、2021年３月期の売上高を当該変更を適用したものと仮定して算定しております。

△ 44.7 90.54 

　　　連結業績予想の修正については、本日（2021年７月30日）公表いたしました「2021年度第１四半期（４～６月）決算について」の

　　Ｐ.４「2021年度 連結業績予想」をご覧ください。

百万円 ％

通　期 600,000 2.5 33,000 △ 38.6 23,000 △ 44.1 20,000 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等の適用に伴い、「電気事業会計規則」が改正され、

　　当第１四半期連結会計期間から再生可能エネルギー固定価格買取制度に関する影響額について収益・費用計上の対象外となります。

(予想)
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https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/
https://www.hepco.co.jp/


※ 注記事項

新規 社（社名） 、除外 社（社名）

（４）発行済株式数（普通株式）

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

－ －

　　①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更　： 有

　　②　①以外の会計方針の変更　　　　　　　　： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用　： 無

 2022年３月期１Ｑ

（注）詳細は、添付資料Ｐ.６「１．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計

　　　方針の変更）」をご覧ください。

　　③　会計上の見積りの変更　　　　　　　　  ： 無

　　④　修正再表示　　　　　　　　　　　　　　： 無

　　①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 215,291,912株  2022年３月期１Ｑ

 2022年３月期１Ｑ

 2021年３月期

 2021年３月期

 2021年３月期１Ｑ

なお、業績予想に関する事項につきましては、本日（2021年7月30日）公表いたしました「2021
年度第１四半期（４～６月）決算について」のＰ.４「2021年度　連結業績予想」をご覧ください。

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判

9,971,642株 

205,502,113株 

215,291,912株 

9,972,834株 

205,319,374株 

　　②　期末自己株式数

　　③　期中平均株式数（四半期累計）



種類株式の配当の状況

　　普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭
 2021年３月期

 2022年３月期

 2022年３月期（予想）

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無　： 無

1,500,000.00 － 1,500,000.00

年間配当金
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期　末 合　計

3,000,000.00

－

1,500,000.00 －－ 1,500,000.00 3,000,000.00

Ｂ種優先株式
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１．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）

資産の部

　固定資産

　　電気事業固定資産

　　　水力発電設備

　　　汽力発電設備

　　　原子力発電設備

　　　送電設備

　　　変電設備

　　　配電設備

　　　業務設備

　　　その他の電気事業固定資産

　　その他の固定資産

　　固定資産仮勘定

　　　建設仮勘定

　　　除却仮勘定

　　　使用済燃料再処理関連加工仮勘定

　　核燃料

　　　加工中等核燃料

　　投資その他の資産

　　　長期投資

　　　退職給付に係る資産

　　　繰延税金資産

　　　その他

　　　貸倒引当金（貸方）

　流動資産

　　現金及び預金

　　受取手形、売掛金及び契約資産

　　棚卸資産

　　その他 　

　　貸倒引当金（貸方）

　合計

6,370

182,371

1,773,810

106,253

289,311

45,589

227,839

83,767

150,537

146

52,418

231,162

前連結会計年度
（2021年３月31日）

203,730

202,765

166,332

1,202,725

2,001,650

19,475

40,822

167,403

31,013

42,878

△2,926

11,386

△974

231,162

122,854

52,144

13,965

164,648

73,107

231,974

当第１四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

153,141

13,965

180,702

105,622

289,221

44,201

6,212

51,698

1,757,995

1,188,309

201,883

198,770

161,695

297

231,974

118,608

49,955

△1,954

2,007,687

19,729

38,654

11,245

△976

249,692

73,392

55,842

42,979

79,432

－　２　－
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（単位：百万円）

負債及び純資産の部

　負債の部

　　固定負債

　　　社債

　　　長期借入金

　　　退職給付に係る負債

　　　資産除去債務

　　　その他

　　流動負債

　　　1年以内に期限到来の固定負債

　　　短期借入金

　　　コマーシャル・ペーパー

　　　支払手形及び買掛金

　　　未払税金

　　　その他

　　特別法上の引当金

　　　渇水準備引当金

　　負債合計

　純資産の部

　　株主資本

　　　資本金

　　　資本剰余金

　　　利益剰余金

　　　自己株式

　　その他の包括利益累計額

　　　その他有価証券評価差額金

　　　繰延ヘッジ損益

　　　退職給付に係る調整累計額

　　非支配株主持分

　　純資産合計

　合計

12,631 12,513

289,733 293,682

2,001,650 2,007,687

2,369 964

- 12

727 769

130,228 135,647

△18,300 △18,300

3,097 1,745

274,004 279,423

114,291 114,291

47,784 47,784

1,530 1,936

1,711,916 1,714,004

18,798 17,756

93,932 73,830

1,530 1,936

39,900 45,270

10,000 20,000

48,457 51,904

11,446 11,336

333,730 314,183

122,642 105,422

534,670 525,651

35,926 35,682

104,612 105,213

1,376,655 1,397,884

690,000 720,000

前連結会計年度 当第１四半期連結会計期間
（2021年３月31日） （2021年６月30日）

－　３　－
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

　四半期連結損益計算書

　　第１四半期連結累計期間
（単位：百万円）

営業収益

　　電気事業営業収益　電気事業営業収益

　その他事業営業収益

営業費用

　電気事業営業費用

　その他事業営業費用

営業利益

営業外収益

　受取配当金

　受取利息

　貸倒引当金戻入額

　その他

営業外費用

　支払利息  

　持分法による投資損失

　その他

四半期経常収益合計

四半期経常費用合計

経常利益

渇水準備金引当又は取崩し

　渇水準備金引当

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

四半期純利益 18,478 9,685

△94 28

2,465 681

1,106 2,934

法人税等合計 3,572 3,616

　渇水準備引当金取崩し（貸方） △268 -

税金等調整前四半期純利益 22,051 13,301

21,782 13,707

△268 405

- 405

470 2,376

131,455 129,962

109,672 116,254

3,304 4,832

2,728 2,378

105 78

38 4

59 894

95 585

24,513 16,715

574 1,824

379 339

106,368 111,422

99,438 104,349

6,929 7,072

18,573 9,656

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

親会社株主に帰属する四半期純利益

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日　 （自　2021年４月１日　
　至　2020年６月30日） 　至　2021年６月30日）

130,881 128,137

123,250 120,150

7,630 7,987

－　４　－
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　四半期連結包括利益計算書

　　第１四半期連結累計期間
（単位：百万円）

その他の包括利益

　その他有価証券評価差額金

　繰延ヘッジ損益

　退職給付に係る調整額

　その他の包括利益合計

四半期包括利益

（内訳）

　親会社株主に係る四半期包括利益

　非支配株主に係る四半期包括利益 △74 35

19,223 8,340

19,298 8,305

△18 12

513 47

744 △1,344

四半期純利益 18,478 9,685

249 △1,403

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日　 （自　2021年４月１日　
　至　2020年６月30日） 　至　2021年６月30日）

－　５　－
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 
  
（継続企業の前提に関する注記） 

    
該当事項なし 
 

 （株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 
    

該当事項なし 

 

（会計方針の変更） 

  

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとした。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従い、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減している。この結果、利益剰余金の当期首残高

は 452 百万円減少し、当第 1 四半期連結累計期間の売上高は 538 百万円、営業費用は 607 百万円それぞ

れ減少、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ 69 百万円増加している。 

また、再生可能エネルギー固定価格買取制度（以下「ＦＩＴ制度」という。）のもとで、お客さまより

回収する再生可能エネルギー発電促進賦課金を売上高に、費用負担調整機関に納付する再エネ特措法納

付金を営業費用に計上していた。さらに、ＦＩＴ制度に基づく再生可能エネルギー買取費用を購入電力料

に計上するとともに、買取費用のうち当社負担額の増加分を再エネ特措法交付金として費用負担調整機

関から収受し、売上高に計上していたが、収益認識会計基準等の適用に伴い、2021 年４月１日に「電気

事業会計規則等の一部を改正する省令」（令和３年経済産業省令第 22 号）が施行され、「電気事業会計規

則」（昭和 40年６月 15日通商産業省令第 57 号）が改正されたことから、ＦＩＴ制度については、収益及

び費用の対象外となった。 

改正電気事業会計規則の適用については、「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」附則第２条 

２項のただし書きに従い、過去の期間に改正後の規定を遡及適用している。 

この変更に伴い、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期連結累計期間の売上高は 42,964 百万円減

少しているが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益へ与える影響はない。また、前連結会

計年度の受取手形、売掛金及び契約資産が 29,120 百万円減少し、流動資産のその他が 29,120 百万円増加

している。 

なお、電力の小売全面自由化に伴う一般消費者保護のために料金規制経過措置が適用されているため、

電気事業会計規則に従い、一般家庭等の顧客に対して検針日基準による収益の計上処理（毎月、月末以外

の日に実施する計量により確認した使用量に基づき収益を計上する処理）を行っており、決算月に実施し

た計量の日から決算日までに生じた収益は翌月に計上している。 

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表 

  示していた「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間から「受取手形、売掛金及び契約資 

産」に含めて表示している。 

－　６　－


